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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　不飽和炭素－炭素二重結合を持つ有機成分を含有するポリマー基材の表面に、Ｃ－Ｎ結
合を形成してイソシアヌル酸骨格が結合し、該イソシアヌル酸骨格にＮ－Ｃ結合を形成し
て有機基が結合し、該有機基に、シリコーン基、フッ素含有基、パーフルオロアルキル基
、エステル基、アミド基、イミド基、エーテル基、アリール基、アゾ基、ジアゾ基、ニト
ロ基、エポキシ基、カルボニル基、ヘテロ環基、メソイオン基、ハロゲン基、イミノ基、
アルキル基、スルホン酸基、ヒドロキシ基、アシル基、ホルミル基、カルボン酸基、ウレ
ア基、ウレタン基、シアノ基から選択された１種または２種以上の官能基を有することを
特徴とする改質ポリマー基材。
【請求項２】
　前記有機基は、イソシアヌル酸骨格のＮ－Ｃｌ基が不飽和炭素－炭素二重結合および前
記官能基を持つ有機化合物の不飽和炭素－炭素二重結合に付加することにより前記イソシ
アヌル酸骨格にＮ－Ｃ結合を形成して結合していること特徴とする請求項１に記載の改質
ポリマー基材。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の改質ポリマー基材からなる表層を有することを特徴とする電
子写真機器用導電性部材。
【請求項４】
　前記ポリマー基材の内部に表面粗さを形成する粗さ形成用粒子が含まれることにより、
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あるいは、型成形においてポリマー基材の表面が接触する型内面に凹凸形状に対応する複
数の凹部を備えた成形型を用いてポリマー基材を型成形することにより、前記表層の表面
には凹凸形状が付与されていることを特徴とする請求項３に記載の電子写真機器用導電性
部材。
【請求項５】
　不飽和炭素－炭素二重結合を持つ有機成分を含有するポリマー基材の表面に、下記の（
ａ）成分および（ｂ）成分を含有する処理液を接触させる工程を有することを特徴とする
改質ポリマー基材の製造方法。
　（ａ）トリクロロイソシアヌル酸
　（ｂ）不飽和炭素－炭素二重結合と、前記ポリマー基材の表面に機能を付与するための
官能基としての、シリコーン基、フッ素含有基、パーフルオロアルキル基、エステル基、
アミド基、イミド基、エーテル基、アリール基、アゾ基、ジアゾ基、ニトロ基、エポキシ
基、カルボニル基、ヘテロ環基、メソイオン基、ハロゲン基、イミノ基、アルキル基、ス
ルホン酸基、ヒドロキシ基、アシル基、ホルミル基、カルボン酸基、ウレア基、ウレタン
基、シアノ基から選択された１種または２種以上の官能基を有する有機基とを持つ化合物
【請求項６】
　不飽和炭素－炭素二重結合を持つ有機成分を含有するポリマー基材の表面に接触させる
表面処理剤であって、
　下記の（ａ）成分および（ｂ）成分を含有することを特徴とする表面処理剤。
　（ａ）トリクロロイソシアヌル酸
　（ｂ）不飽和炭素－炭素二重結合と、前記ポリマー基材の表面に機能を付与するための
官能基としての、シリコーン基、フッ素含有基、パーフルオロアルキル基、エステル基、
アミド基、イミド基、エーテル基、アリール基、アゾ基、ジアゾ基、ニトロ基、エポキシ
基、カルボニル基、ヘテロ環基、メソイオン基、ハロゲン基、イミノ基、アルキル基、ス
ルホン酸基、ヒドロキシ基、アシル基、ホルミル基、カルボン酸基、ウレア基、ウレタン
基、シアノ基から選択された１種または２種以上の官能基を有する有機基とを持つ化合物
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、改質ポリマー基材およびその製造方法ならびに表面処理剤に関し、さらに詳
しくは、電子写真機器用導電性部材や自動車のワイパー等の表面を構成するポリマー基材
として好適な改質ポリマー基材およびその製造方法ならびに表面処理剤に関するものであ
る。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、様々な分野において、樹脂やゴム、エラストマーなどのポリマーを用いたポ
リマー製品が製造されている。ポリマー製品のポリマー基材には、その表面に、用途に応
じた機能を有することが求められている。この際、ポリマー基材の表面には、単独の機能
ではなく、複数の機能が求められることがある。
【０００３】
　例えば、電子写真機器に用いられる現像ロールなどの電子写真機器用導電性部材の表面
には、使用時にトナーなどが付着するが、長期放置において、トナーなどが固着しない事
が求められている。また、使用を続けるとフィルミングと呼ばれるトナーがロール表面に
堆積する現象が起こりやすく、これを抑制する為に、摩擦係数が小さい事も求められる。
また、トナーとの摩擦で、トナーを適正に帯電させることも求められる。
【０００４】
　そこで、通常は、ポリマー基材の表面に、用途に応じた機能を付与する方法が採られる
ことが多い。このような方法としては、例えば、所定の機能を付与するための化合物を含
有する塗料等により、ポリマー基材の表面に機能層を形成する方法がある。この方法の場
合、ポリマー基材の材料と機能層を形成する材料の物性が大きく異なると、ポリマー基材
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の表面の硬度等の物性が大きく変わることがあるため、調整が難しいことがある。
【０００５】
　この方法に対し、例えば、表面処理剤を用いてポリマー基材の表面を改質する方法があ
る。例えば特許文献１などには、イソシアネートを含む表面処理剤を用いてウレタンゴム
やシリコーンゴムを主材料とするポリマー基材の表面を改質する方法が開示されている。
しかしながら、この特許文献１の方法は、反応基としてイソシアネート基を利用している
ことから、イソシアネート基と反応できるヒドロキシ基やアミノ基などの特定の官能基を
持つポリマー基材においては効果があるが、特定の官能基を持たない、例えば不飽和炭素
－炭素二重結合を持つポリマー基材においては表面の改質効果が得られない場合がある。
したがって、特許文献１の方法は、不飽和炭素－炭素二重結合を持つポリマー基材の表面
の改質には適していない。
【０００６】
　不飽和炭素－炭素二重結合を持つポリマー基材の表面の改質方法については、例えば特
許文献２、３に開示されている。特許文献２には、電子写真機器用ロールのロール最外周
に位置し、不飽和結合を有するゴムを含むゴム層の表面に、（Ａ）分子中に－ＣＯＮＸ－
結合（Ｘはハロゲン原子）を有する化合物と（Ｂ）ＢＦ３とを接触させて、（Ａ）化合物
に由来するハロゲン原子と（Ｂ）化合物に由来するフッ素原子とを導入することが開示さ
れている。また、特許文献３には、示性式－ＣＯＮＸ－（Ｘはハロゲン原子）で示される
官能基を有する有機活性ハロゲン化合物を溶質とする溶液でゴム加硫物の表面処理を行う
方法が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特許第３４４４３９１号公報
【特許文献２】特開２００７－２５６７０９号公報
【特許文献３】特開昭６０－１０８４３８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、特許文献２に記載の方法は、ゴム層の表面に付着するトナーの外添剤に
対する離型性を良好にできるものの、摩擦係数の低減効果は小さく、ゴム層の表面に特定
の機能を限定的に付与できるに留まっていた。また、例えば特許文献３に記載の方法を電
子写真機器用導電性部材のポリマー基材に適用した場合には、ポリマー基材の表面に付着
するトナーに対する離型性を良好にできるものの、摩擦係数の低減効果は十分ではなく、
同様に、ゴム層の表面に特定の機能を限定的に付与できるに留まる。
【０００９】
　このように、従来の表面処理方法では、複数の機能を同時に付与することができなかっ
た。そのため、不飽和炭素－炭素二重結合を持つポリマー基材に対しては、用途に応じた
所望の機能を付与することが難しかった。
【００１０】
　本発明が解決しようとする課題は、基材表面に付着する付着物に対する優れた離型性と
、それ以外の、用途に応じた機能とを併せ持つことが可能な改質ポリマー基材およびその
製造方法を提供することにある。また、不飽和炭素－炭素二重結合を持つポリマー基材に
対して、基材表面に付着する付着物に対する優れた離型性と、それ以外の、用途に応じた
機能とを併せて付与可能な表面処理剤を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記課題を解決するために本発明に係る改質ポリマー基材は、ポリマー基材の表面に、
前記ポリマー基材の表面に機能を付与するための官能基を有する有機基がイソシアヌル酸
骨格を介して結合されていることを要旨とするものである。
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【００１２】
　この際、官能基としては、シリコーン基、フッ素含有基、パーフルオロアルキル基、エ
ステル基、アミド基、イミド基、エーテル基、アリール基、アゾ基、ジアゾ基、ニトロ基
、エポキシ基、カルボニル基、ヘテロ環基、メソイオン基、ハロゲン基、アミノ基、イミ
ノ基、アルキル基、スルホン酸基、ヒドロキシ基、アシル基、ホルミル基、カルボン酸基
、ウレア基、ウレタン基、シアノ基から選択された１種または２種以上の官能基であるこ
とが好ましい。
【００１３】
　そして、前記有機基は、不飽和炭素－炭素二重結合を持つ有機化合物に由来する基であ
ることが好ましい。
【００１４】
　ここで、前記ポリマー基材の表面には凹凸形状が付与されていることが好ましい。
【００１５】
　そして、本発明に係る改質ポリマー基材の製造方法は、不飽和炭素－炭素二重結合を持
つ有機成分を含有するポリマー基材の表面に、（ａ）トリクロロイソシアヌル酸および（
ｂ）不飽和炭素－炭素二重結合と前記ポリマー基材の表面に機能を付与するための官能基
を有する有機基とを持つ化合物を含有する処理液を接触させる工程を有することを要旨と
するものである。
【００１６】
　また、本発明に係る表面処理剤は、不飽和炭素－炭素二重結合を持つ有機成分を含有す
るポリマー基材の表面に接触させる表面処理剤であって、（ａ）トリクロロイソシアヌル
酸および（ｂ）不飽和炭素－炭素二重結合と前記ポリマー基材の表面に機能を付与するた
めの官能基を有する有機基とを持つ化合物を含有することを要旨とするものである。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明に係る改質ポリマー基材によれば、ポリマー基材の表面に、該ポリマー基材の表
面に機能を付与するための官能基を有する有機基がイソシアヌル酸骨格を介して結合され
ていることから、基材表面に付着する付着物に対する優れた離型性と、それ以外の、用途
に応じた機能とを併せ持つことができる。
【００１８】
　そして、本発明に係る改質ポリマー基材の製造方法によれば、不飽和炭素－炭素二重結
合を持つ有機成分を含有するポリマー基材の表面に、基材表面に付着する付着物に対する
優れた離型性と、それ以外の、用途に応じた機能とを併せて付与できるため、基材表面に
付着する付着物に対する優れた離型性と、それ以外の、用途に応じた機能とを併せ持つ改
質ポリマー基材を提供できる。
【００１９】
　また、本発明に係る表面処理剤によれば、（ａ）トリクロロイソシアヌル酸および（ｂ
）不飽和炭素－炭素二重結合と前記ポリマー基材の表面に機能を付与するための官能基を
有する有機基とを持つ化合物を含有することから、不飽和炭素－炭素二重結合を持つ有機
成分を含有するポリマー基材の表面に、基材表面に付着する付着物に対する優れた離型性
と、それ以外の、用途に応じた機能とを併せて付与できる。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】本発明の改質ポリマー基材の一例として示す電子写真機器用導電性ロールの周方
向断面図であり、図１（ａ）は単層構造のものであり、図１（ｂ）は二層構造のものであ
る。
【図２】本発明の改質ポリマー基材の一例として示す電子写真機器用導電性ベルトの断面
図である。
【図３】本発明の改質ポリマー基材の表面状態の一例を模式的に示した図である。
【図４】ポリマー基材の表面処理工程を示す模式図である。
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【発明を実施するための形態】
【００２１】
　本発明に係る改質ポリマー基材について詳細に説明する。本発明の改質ポリマー基材は
、ポリマー基材の表面に、特定の官能基を有する有機基がイソシアヌル酸骨格を介して結
合されている構造を有するものからなる。
【００２２】
　本発明の改質ポリマー基材は、種々のポリマー製品のポリマー基材として用いることが
できる。特に、ポリマー基材の表面に、単独の機能ではなく、複数の機能が求められるポ
リマー製品のポリマー基材として好適であり、その用途としては、例えば、電子写真機器
の導電性ロール（現像ロール、帯電ロール、転写ロール、トナー供給ロールなど）や導電
性ベルト（転写ベルトなど）、導電性ブレード（クリーニングブレード）などの電子写真
機器用導電性部材や、自動車のワイパーなどを挙げることができる。また、印刷用ロール
、製紙用ロール、搬送ロール、ラミネートロールなども挙げることができる。
【００２３】
　例えば電子写真機器用導電性ロールの場合には、本発明の改質ポリマー基材は、その最
表層として好適である。電子写真機器用導電性ロールの構成としては、図１（ａ）に示す
ように、軸体１２の外周に弾性層１４を１層形成した構成の導電性ロール１０や、図１（
ｂ）に示すように、軸体２２の外周に弾性層２４、２６を２層形成した導電性ロール２０
などを挙げることができる。また、軸体の外周に弾性層を３層以上形成したものであって
も良い。図１（ｂ）に示す構成においては、内側の弾性層２４はベース層であり、外側の
弾性層２６は、抵抗調整層などである。図１（ａ）に示す構成の場合、弾性層１４がロー
ルの最表層となるので、弾性層１４に本発明の改質ポリマー基材を適用すると良い。一方
、図１（ｂ）に示す構成の場合、外側の弾性層２６がロールの最表層となるので、外側の
弾性層２６に本発明の改質ポリマー基材を適用すると良い。
【００２４】
　また例えば電子写真機器用導電性ベルトの場合には、図２に示すように、基層となる内
側の弾性層３２の外周に、表層となる外側の弾性層３４が形成された構成の導電性ベルト
３０が挙げられ、この外側の弾性層３４に本発明の改質ポリマー基材を適用すると良い。
【００２５】
　ポリマー基材としては、ゴム、樹脂、エラストマーのいずれであっても良い。より具体
的には、例えば、天然ゴム（ＮＲ）、イソプレンゴム（ＩＲ）、ブタジエンゴム（ＢＲ）
、アクリロニトリル－ブタジエンゴム（ＮＢＲ）、スチレンブタジエンゴム（ＳＢＲ）、
クロロプレンゴム（ＣＲ）、ブチルゴム（ＩＩＲ）、エチレン－プロピレンジエンゴム（
ＥＰＤＭ）、アクリルゴム（ＡＣＭ）、フッ素ゴム（ＦＫＭ）、クロロスルホン化ポリエ
チレン（ＣＳＭ）、ヒドリンゴム（ＣＯ、ＥＣＯ等）、シリコーン（Ｑ）、ウレタン（Ｕ
）、エチレン－酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）、ポリエチレン樹脂、エポキシ樹脂、ポリ
アミドなどを挙げることができる。
【００２６】
　特定の官能基とは、ポリマー基材の表面に特定の機能を付与するための官能基である。
官能基としては、シリコーン基、フッ素含有基、パーフルオロアルキル基、エステル基、
アミド基、イミド基、エーテル基、アリール基、アゾ基、ジアゾ基、ニトロ基、エポキシ
基、カルボニル基、ヘテロ環基、メソイオン基、ハロゲン基、アミノ基、イミノ基、アル
キル基、スルホン酸基、ヒドロキシ基、アシル基、ホルミル基、カルボン酸基、ウレア基
、ウレタン基、シアノ基などを挙げることができる。有機基中に、これらの官能基のうち
１種の官能基のみが含まれていても良いし、２種以上の官能基が含まれていても良い。
【００２７】
　ヘテロ環基としては、ピリジル基、イミダゾール基、オキサゾール基などを挙げること
ができる。また、メソイオン基としては、シドノン基、ミュンヘノン基などを挙げること
ができる。
【００２８】
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　官能基としてシリコーン基やフッ素含有基（とりわけ、パーフルオロアルキル基）が含
まれている場合には、例えば電子写真機器用導電性部材においては、基材表面に付着する
トナーやトナー外添剤などの付着物に対する優れた離型性と、摩擦係数の低減機能とを併
せ持つことができる。また、表面の粘着性や、部材中の成分のブリードアウトなどが抑制
できる。
【００２９】
　官能基としてアミド基やエステル基が含まれている場合には、例えば電子写真機器用導
電性部材においては、基材表面に付着するトナーやトナー外添剤などの付着物に対する優
れた離型性と、高いトナー荷電性とを併せ持つことができる。
【００３０】
　官能基として、プロピレングリコールのようなアルキルエーテルが含まれる場合には、
例えば電子写真機器用導電性部材においては、基材表面に付着するトナーやトナー外添剤
などの付着物に対する優れた離型性と、表面の電気抵抗を下げる帯電防止性を併せ持つ事
が出来る。
【００３１】
　これら以外の官能基が含まれている場合についても、例えば電子写真機器用導電性部材
においては、それぞれの官能基に基づく特有の機能を、基材表面に付着するトナーやトナ
ー外添剤などの付着物に対する優れた離型性とともに併せ持つことができる。
【００３２】
　ここで、特定の官能基を有する有機基は、イソシアヌル酸骨格のＮ原子に結合している
。また、イソシアヌル酸骨格は、Ｎ原子でポリマー基材に結合している。１つのイソシア
ヌル酸骨格中にはＮ原子は３つ存在していることから、特定の官能基を有する有機基は、
１つのイソシアヌル酸骨格に対して、１つ結合していても良いし、２つ結合していても良
い。特定の官能基を有する有機基が２つ結合している場合には、イソシアヌル酸骨格は、
１つのＮ原子でポリマー基材に結合している。これに対し、特定の官能基を有する有機基
が１つの場合には、イソシアヌル酸骨格は、ポリマー基材に対し、１つのＮ原子で結合し
ていても良いし、２つのＮ原子で結合していても良い。
【００３３】
　特定の官能基を有する有機基は、特定の官能基を有するとともに不飽和炭素－炭素二重
結合を持つ有機化合物に由来する基とすることができる。上記有機化合物において、特定
の官能基は、不飽和炭素－炭素二重結合の炭素原子に直接結合されていても良いし、炭素
鎖などの他の構造部位を介して間接的に結合されていても良い。上記有機化合物の不飽和
炭素－炭素二重結合に由来する炭素－炭素単結合の一方の炭素原子には、直接あるいは間
接的に特定の官能基が結合され、その他方の炭素原子には、上述するように、イソシアヌ
ル酸骨格のＮ原子が結合される。
【００３４】
　上記有機化合物の好適なものとしては、例えば下記の式１～４に示すものなどを挙げる
ことができる。
【００３５】
【化１】

　式１において、Ｒ１は、－Ｘ２－Ｘ１または－Ｘ１であり、Ｘ１は、特定の官能基で、
好ましくはシリコーン基またはフッ素含有基であり、Ｘ２は、エステル基（－Ｃ（Ｏ）Ｏ
－）、エーテル基（－Ｏ－）、カルボニル基（－ＣＯ－）、ウレタン基（－ＮＨ－Ｃ（Ｏ
）Ｏ－）、アミド基（－ＮＨ－ＣＯ－）のいずれかで、好ましくはエステル基である。Ｒ
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２～Ｒ４は、水素基あるいはアルキル基であっても良いし、Ｒ１と同じ基であっても良い
し、Ｒ１とは異なる特定の官能基を有する基であっても良い。Ｒ２～Ｒ４は、安定性など
の観点から、好ましくは水素基、アルキル基であり、より好ましくは水素基である。また
、Ｒ１～Ｒ４同士は互いに異なる基であっても良いし、Ｒ１～Ｒ４のうちの一部または全
部が同じ基であっても良い。
【００３６】
【化２】

　式２において、Ｒ１は、－Ｘ２－Ｘ１または－Ｘ１であり、Ｘ１は、特定の官能基で、
好ましくはシリコーン基またはフッ素含有基であり、Ｘ２は、エステル基、エーテル基、
カルボニル基、ウレタン基、アミド基のいずれかで、好ましくはエステル基である。Ｒ２

～Ｒ７は、水素基あるいはアルキル基であっても良いし、Ｒ１と同じ基であっても良いし
、Ｒ１とは異なる特定の官能基を有する基であっても良い。Ｒ２～Ｒ７は、安定性などの
観点から、好ましくは水素基、アルキル基であり、より好ましくは水素基である。また、
Ｒ１～Ｒ７同士は互いに異なる基であっても良いし、Ｒ１～Ｒ７のうちの一部または全部
が同じ基であっても良い。Ｘ３～Ｘ４は、エステル基、エーテル基、カルボニル基、ウレ
タン基、アミド基のいずれかで、好ましくはエステル基である。Ｘ３～Ｘ４同士は互いに
異なる構造であっても良いし、同じ構造であっても良い。
【００３７】

【化３】

　式３において、Ｒ１、Ｒ１’は、－Ｘ２－Ｘ１または－Ｘ１であり、Ｘ１は、特定の官
能基で、好ましくはシリコーン基またはフッ素含有基であり、Ｘ２は、エステル基、エー
テル基、カルボニル基、ウレタン基、アミド基のいずれかで、好ましくはエステル基であ
る。Ｒ２～Ｒ４は、水素基あるいはアルキル基であっても良いし、Ｒ１と同じ基であって
も良いし、Ｒ１とは異なる特定の官能基を有する基であっても良い。Ｒ２～Ｒ４は、安定
性などの観点から、好ましくは水素基、アルキル基であり、より好ましくは水素基である
。また、Ｒ１～Ｒ４同士は互いに異なる基であっても良いし、Ｒ１～Ｒ４のうちの一部ま
たは全部が同じ基であっても良い。Ｘ３は、エステル基、エーテル基、カルボニル基、ウ
レタン基、アミド基のいずれかで、好ましくはエステル基である。
【００３８】
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【化４】

　式４において、Ｒ１’’は、－Ｘ２－Ｘ１－Ｘ２－または－Ｘ１－であり、Ｘ１は、特
定の官能基で、好ましくはシリコーン基またはフッ素含有基であり、Ｘ２は、エステル基
、エーテル基、カルボニル基、ウレタン基、アミド基のいずれかで、好ましくはエステル
基である。Ｒ２～Ｒ１３は、水素基あるいはアルキル基であっても良いし、Ｒ１と同じ基
であっても良いし、Ｒ１とは異なる特定の官能基を有する基であっても良い。Ｒ２～Ｒ１

３は、安定性などの観点から、好ましくは水素基、アルキル基であり、より好ましくは水
素基である。また、Ｒ１～Ｒ１３同士は互いに異なる基であっても良いし、Ｒ１～Ｒ１３

のうちの一部または全部が同じ基であっても良い。Ｘ３～Ｘ８は、エステル基、エーテル
基、カルボニル基、ウレタン基、アミド基のいずれかで、好ましくはエステル基である。
Ｘ３～Ｘ８同士は互いに異なる構造であっても良いし、Ｘ３～Ｘ８のうちの一部または全
部が同じ構造であっても良い。
【００３９】
　また、式１に記載の有機化合物のうちでは、安定性などの観点から、下記の式５～６に
挙げるものが特に好ましい（特定の官能基としてシリコーン基を有するものやフッ素含有
基を有するものが特に好ましい）。
【化５】

【化６】

　式５～６において、ｎは、正の整数である。
【００４０】
　また、式１に記載の有機化合物の具体例としては、上記の式５～６に記載のものの他、
下記の式７～９に記載のものなどを挙げることができる。
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【化７】

【化８】

【化９】

【００４１】
　また、式２～４に記載の有機化合物のうちでは、安定性などの観点から、下記の式１０
～１３に挙げるものが特に好ましい（特定の官能基としてシリコーン基を有するものやフ
ッ素含有基を有するものが特に好ましい）。
【化１０】

【化１１】

【化１２】
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【化１３】

　式１０～１３において、ｎは、正の整数である。
【００４２】
　従来より知られるように、エステル基は、例えばカルボン酸基を有する化合物と水酸基
を有する化合物との縮合反応により得られる。アミド基は、例えばカルボン酸基を有する
化合物とアミノ基を有する化合物との縮合反応により得られる。ウレタン基は、例えばイ
ソシアネート基を有する化合物と水酸基を有する化合物との縮合反応により得られる。
【００４３】
　そして、このような本発明の改質ポリマー基材の表面状態の一例を模式的に示すと、図
３（ａ）～（ｃ）に示す通りである。いずれにおいても、改質ポリマー基材１は、ポリマ
ー基材２の表面に、特定の官能基Ｒ１を有する有機基がイソシアヌル酸骨格を介して結合
されている。
【００４４】
　図３（ａ）では、ポリマー基材２に対し、イソシアヌル酸骨格は２つのＮ原子で結合し
、１つのイソシアヌル酸骨格に対して１つの有機基が結合している構成を示している。図
３（ｂ）では、ポリマー基材２に対し、イソシアヌル酸骨格は１つのＮ原子で結合し、１
つのイソシアヌル酸骨格に対して１つの有機基が結合している構成を示している。図３（
ｃ）では、ポリマー基材２に対し、イソシアヌル酸骨格は１つのＮ原子で結合し、１つの
イソシアヌル酸骨格に対して２つの有機基が結合している構成を示している。図３（ｃ）
の構成においては、２つの有機基は、互いに異なる官能基を有するものであっても良いし
、同一の官能基を有するものであっても良い。
【００４５】
　なお、このポリマー基材２の表面には、塩素原子も結合されている。本発明の改質ポリ
マー基材１においては、表面だけでなく内部にも塩素原子が存在しているが、内部から表
面に向けて塩素原子の存在量が傾斜して増大している。
【００４６】
　本発明の改質ポリマー基材は、図３（ａ）～（ｃ）に示す構造のうちの一部を有するも
のであっても良いし、これらの構造の全部を有するものであっても良い。
【００４７】
　本発明の改質ポリマー基材１において、ポリマー基材２の表面に、イソシアヌル酸骨格
が結合されている点、特定の官能基を有する有機基がイソシアヌル酸骨格を介して結合さ
れている点、塩素原子が結合している点、内部から表面に向けて塩素原子の存在量が傾斜
して増大している点については、後述する改質ポリマー基材の製造方法において表面処理
剤により表面処理することから十分に推測可能であるが、例えばＸＰＳやＮＭＲなどによ
り検出することができる。
【００４８】
　より具体的には、ＸＰＳにおいては、改質ポリマー基材１の表面の塩素原子やシリコン
原子、フッ素原子の量などを分析することができる。シリコン原子、フッ素原子の量など
を分析することにより、特定の官能基の量を分析することができる。また、ＮＭＲにおい
ては、例えば改質ポリマー基材１の表面部分の材料を削り取り、必要に応じて化学分解処
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イソシアヌル骨格の有無、その結合位置、その量などや、シリコン原子、フッ素原子の有
無、その結合位置、その量などを求めることができる。この結果により、改質ポリマー基
材１の表面構成を検出することができる。
【００４９】
　以上の構成の本発明の改質ポリマー基材１によれば、ポリマー基材２の表面に、ポリマ
ー基材２の表面に機能を付与するための官能基Ｒ１を有する有機基がイソシアヌル酸骨格
を介して結合されていることから、基材表面に付着する付着物に対する優れた離型性と、
それ以外の、用途に応じた機能とを併せ持つことができる。そして、ポリマー基材２の表
面に機能を付与する官能基Ｒ１やイソシアヌル酸骨格は、ポリマー基材２の表面に共有結
合しているため、ポリマー基材２の表面から容易に外れるものではない。したがって、こ
れらの機能の耐久性にも優れる。
【００５０】
　次に、本発明に係る改質ポリマー基材を得るのに好適な、本発明に係る表面処理剤につ
いて説明する。
【００５１】
　本発明に係る表面処理剤は、（ａ）トリクロロイソシアヌル酸と、（ｂ）不飽和炭素－
炭素二重結合および特定の官能基を有する有機基を持つ化合物と、を含有するものからな
る。（ａ）成分のトリクロロイソシアヌル酸は、式（１４）の構造式（Ａ）で表わされる
。（ｂ）成分は、式（１４）の構造式（Ｂ）で表わされる。構造式（Ｂ）において、Ｒ１

は、特定の官能基を有する置換基である。式（１４）に示すように、本発明に係る表面処
理剤においては、（ｂ）成分の不飽和炭素－炭素二重結合に（ａ）成分が１，２付加して
構造式（Ｃ）に示される新たな化合物が形成されている。この反応は、室温で十分に進行
する。
【００５２】
【化１４】

【００５３】
　また、構造式（Ｃ）に示される化合物は、不飽和炭素－炭素二重結合に付加反応するＮ
－Ｃｌ結合を有している。そのため、（ａ）成分と（ｂ）成分の割合などの条件によって
、本発明に係る表面処理剤においては、構造式（Ｃ）に示される化合物がさらに（ｂ）成
分の不飽和炭素－炭素二重結合に１，２付加して、式（１５）に示される新たな化合物も
形成されているものと推測される。すなわち、本発明に係る表面処理剤においては、構造
式（Ｃ）に示される化合物および式（１５）に示される化合物が所定の比率で存在してい
ると推測される。
【００５４】
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【化１５】

【００５５】
　特定の官能基とは、ポリマー基材の表面に特定の機能を付与するための官能基である。
官能基としては、シリコーン基、フッ素含有基、パーフルオロアルキル基、エステル基、
アミド基、イミド基、エーテル基、アリール基、アゾ基、ジアゾ基、ニトロ基、エポキシ
基、カルボニル基、ヘテロ環基、メソイオン基、ハロゲン基、アミノ基、イミノ基、アル
キル基、スルホン酸基、ヒドロキシ基、アシル基、ホルミル基、カルボン酸基、ウレア基
、ウレタン基、シアノ基などを挙げることができる。有機基中に、これらの官能基のうち
１種の官能基のみが含まれていても良いし、２種以上の官能基が含まれていても良い。
【００５６】
　構造式（Ｂ）において、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４は、Ｒ１と同じ置換基であっても良いし、Ｒ
１とは異なる特定の官能基を有する置換基であっても良いし、水素基あるいはアルキル基
であっても良い。また、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４同士が互いに異なる特定の官能基を有す
る置換基であっても良いし、Ｒ１、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４のうちの一部が同じ置換基であって
も良い。より好ましくは、安定性などの観点から、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４は水素基が良い。
【００５７】
　（ｂ）成分として好適な例を式（１６）～（１９）に示す。式（１６）、（１７）は、
有機基がシリコーン基とエステル基とを有する例である。式（１８）は、有機基がアルキ
ル基とエステル基とを有する例である。式（１９）は、有機基がアルキル基を有する例で
ある。
【００５８】

【化１６】

【００５９】
【化１７】
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【００６０】
【化１８】

【００６１】
【化１９】

【００６２】
　本発明に係る表面処理剤は、１種の（ｂ）成分を含有していても良いし、２種以上の（
ｂ）成分を含有していても良い。
【００６３】
　（ｂ）成分の分子量としては、５０～１００００の範囲内であることが好ましい。より
好ましくは７０～５０００の範囲内である。分子量が５０より小さいと（ｂ）成分の揮発
性が大きくなりやすいため、取り扱い難くなりやすい。一方、分子量が１００００より大
きいと、（ａ）成分との反応性が低下しやすいため、ポリマー基材に所望の機能を付与し
難い。
【００６４】
　（ａ）成分の配合量をａ、（ｂ）成分の配合量をｂとしたときに、（ａ）成分と（ｂ）
成分の配合比は、ｍｏｌ比で、ａ／ｂ＝１／２～１／０．０１の範囲内であることが好ま
しい。（ｂ）成分の配合量が少なすぎて上記範囲外となる場合には、（ｂ）成分の特定の
官能基に基づく特有の機能をポリマー基材に付与する効果が低下しやすい。一方、（ａ）
成分の配合量が少なすぎて上記範囲外となる場合には、ポリマー基材に対する反応性が低
下しやすいため、ポリマー基材に所望の機能を十分には付与でき難い。または、耐久性が
得られない。
【００６５】
　本発明に係る表面処理剤は、（ａ）成分および（ｂ）成分を溶解あるいは分散させる溶
剤を含有することができる。溶剤としては、特に限定されるものではないが、エーテル系
溶剤（ＴＨＦ、ジエチルエーテル、ジオキサンなど）、エステル系溶剤（酢酸エチル、酢
酸ブチルなど）、ケトン系溶剤（アセトン、ＭＥＫなど）、アミド系溶剤（ＤＭＦ、ＤＭ
ＡＣ、ＮＭＰなど）、第３級アルコール（ｔｅｒｔ－ブチルアルコールなど）、水などを
挙げることができる。これらは、単独で用いても良いし、２種以上を組み合わせて用いて
も良い。溶剤としては、例えば、（ａ）成分を溶解あるいは分散させる溶剤と、（ｂ）成
分を溶解あるいは分散させる溶剤の２種類の溶剤を用いても良い。
【００６６】
　溶剤に対する（ａ）成分の濃度としては、溶剤１００質量部に対して、１～１０質量部
の範囲内であることが好ましい。より好ましくは、２～５質量部の範囲内である。（ａ）
成分の濃度が低すぎて上記範囲外となる場合には、ポリマー基材に対する反応性が低下し
やすいため、ポリマー基材に所望の機能を十分には付与でき難い。一方、（ａ）成分の濃
度が高すぎて上記範囲外となる場合には、ポリマー基材に対する処理ムラが大きくなりや
すい。
【００６７】
　本発明に係る表面処理剤は、（ａ）成分および（ｂ）成分以外に、他の成分を含有して
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いても良い。他の成分としては、酸や塩基、金属塩などの触媒、界面活性剤などを挙げる
ことができる。
【００６８】
　以上の構成の本発明に係る表面処理剤は、表面処理剤中で構造式（Ｃ）に示す化合物あ
るいは式（１５）に示す化合物などが形成されており、不飽和炭素－炭素二重結合を持つ
有機成分を含有するポリマー基材の表面に本発明に係る表面処理剤を接触させることによ
り、ポリマー基材の不飽和炭素－炭素二重結合に、構造式（Ｃ）に示す化合物あるいは式
（１５）に示す化合物などがトリクロロイソシアヌル酸に起因するＮ－Ｃｌ結合部分で１
，２付加して、ポリマー基材の表面に、特定の官能基を有する有機基がイソシアヌル酸骨
格を介して結合された、本発明の改質ポリマー基材が得られる。
【００６９】
　次に、本発明に係る改質ポリマー基材の製造方法（以下、本製造方法ということがある
。）について説明する。
【００７０】
　本製造方法は、特定のポリマー基材の表面に特定の処理液を接触させる工程を有する。
特定の処理液には、本発明に係る表面処理剤を用いることができる。
【００７１】
　特定のポリマー基材は、不飽和炭素－炭素二重結合を持つ有機成分を含有するポリマー
基材である。有機成分は、ポリマー基材のポリマー成分であっても良いし、ポリマー成分
に混合される低分子量成分やオリゴマー成分などであっても良い。すなわち、ポリマー成
分自身が不飽和炭素－炭素二重結合を持っていても良いし、ポリマー成分に混合される低
分子量成分やオリゴマー成分などが不飽和炭素－炭素二重結合を持っていても良い。なお
、ポリマー成分としては、ゴム、樹脂、エラストマーのいずれであっても良い。
【００７２】
　不飽和炭素－炭素二重結合を持つポリマー成分としては、天然ゴム（ＮＲ）、イソプレ
ンゴム（ＩＲ）、ブタジエンゴム（ＢＲ）、アクリロニトリルブタジエンゴム（ＮＢＲ）
、スチレンブタジエンゴム（ＳＢＲ）、クロロプレンゴム（ＣＲ）、ブチルゴム（ＩＩＲ
）、エチレンプロピレンジエンゴム（ＥＰＤＭ）などを挙げることができる。
【００７３】
　また、本来であれば不飽和炭素－炭素二重結合を持たないポリマー成分であっても、不
飽和炭素－炭素二重結合を持つモノマー成分との共重合により不飽和炭素－炭素二重結合
が導入されたポリマー成分とすることができる。このような、本来であれば不飽和炭素－
炭素二重結合を持たないポリマー成分としては、アクリルゴム（ＡＣＭ）、フッ素ゴム（
ＦＫＭ）、クロロスルホン化ポリエチレン（ＣＳＭ）、ヒドリンゴム（ＣＯ、ＥＣＯ等）
、シリコーン（Ｑ）、ウレタン（Ｕ）、エチレン－酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）、ポリ
エチレン樹脂、エポキシ樹脂、ポリアミドなどを挙げることができる。
【００７４】
　不飽和炭素－炭素二重結合を持つモノマー成分としては、液状ゴム、ブタジエンジオー
ルなどを挙げることができる。
【００７５】
　例えばウレタンの場合には、２液性ウレタン塗料に液状のブタジエンジオールを添加す
ることにより、不飽和炭素－炭素二重結合をウレタン中に導入できる。
【００７６】
　不飽和炭素－炭素二重結合を持つ低分子量成分や不飽和炭素－炭素二重結合を持つオリ
ゴマー成分を混合する際、ポリマー成分に混合されただけのこれらの成分がポリマー基材
からブリードするのを防止するには、例えば、ポリマー成分とＳＰ値（溶解度パラメータ
）の近い材料を選択するか、あるいは、これらの成分の分子量を極力大きくする（例えば
、分子量２０００以上のものを用いるなど）ことが好ましい。
【００７７】
　特定のポリマー基材の表面に特定の処理液を接触させる方法としては、例えば、図４（
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ａ）～（ｃ）に示すように、処理液３中にポリマー基材２を直接浸漬する方法を挙げるこ
とができる。なお、図４では、処理液中の基質として、構造式（Ｃ）に示す化合物を例に
挙げて示しているが、構造式（Ｃ）に示す化合物は処理液中の基質として存在している化
合物の一例であり、これに限定されず、式（１５）に示す化合物などが含まれているもの
であっても良い。
【００７８】
　処理液３の温度としては、常温で十分であるが、好ましくは２０～１００℃の範囲内、
より好ましくは２５～７０℃の範囲内である。処理液３の温度が２０℃未満では、処理液
中の基質（構造式（Ｃ）に示す化合物など）と、ポリマー基材２の表面に存在する不飽和
炭素－炭素二重結合との反応性が低下しやすい。一方、処理液３の温度が１００℃を超え
る場合には、処理ムラが発生しやすい。
【００７９】
　浸漬時間としては、長時間を要しない。例えば１０秒～１時間程度であれば十分である
。より好ましくは３０秒～５分の範囲内である。浸漬時間が１０秒未満では、接触時間が
短すぎて、十分な表面処理効果が得られ難い。一方、浸漬時間が１時間を超えても、表面
処理効果の向上は期待できなく、生産性が低下する。
【００８０】
　処理液３中にポリマー基材２を浸漬した後は、図４（ｃ）に示すように、処理液３から
ポリマー基材２を引き上げ、洗浄、乾燥を行うと良い。
【００８１】
　洗浄液としては、処理液３の溶剤と混ざりやすく、また、未反応の基質を洗い流すこと
が可能な溶剤であれば、特に限定されるものではない。例えば、処理液３中の溶剤の１種
または２種以上と同じ溶剤を用いることができる。
【００８２】
　洗浄時間としては、長時間を要しない。例えば１０秒～１０分程度であれば十分である
。洗浄時間が１０秒未満では、短すぎて、十分な洗浄効果が得られ難い。そのため、未反
応の基質がポリマー基材２の表面に残存しやすい。一方、洗浄時間が１０分を超えても、
洗浄効果の向上は期待できなく、生産性が低下する。
【００８３】
　乾燥温度としては、常温（室温）で十分であるが、好ましくは常温～２５０℃の範囲内
、より好ましくは常温～１００℃の範囲内である。乾燥温度が常温より低いと、溶剤が揮
発し難く、乾燥に長時間を有する。一方、乾燥温度が２５０℃より高温であると、ポリマ
ー基材２の劣化が生じやすい。また、乾燥に要するエネルギーが大きくなりすぎる。
【００８４】
　本製造方法によれば、不飽和炭素－炭素二重結合を持つ有機成分を含有するポリマー基
材２の表面に、基材表面に付着する付着物に対する優れた離型性と、それ以外の、用途に
応じた機能とを併せて付与できるため、基材表面に付着する付着物に対する優れた離型性
と、それ以外の、用途に応じた機能とを併せ持つ改質ポリマー基材１を提供できる。
【００８５】
　本製造方法は、種々のポリマー製品のポリマー基材の製造において適用できるが、特に
、ポリマー基材の表面に、単独の機能ではなく、複数の機能が求められるポリマー製品の
ポリマー基材の製造において好適であり、例えば、電子写真機器用導電性部材や自動車の
ワイパー等の表面を構成するポリマー基材の製造において好適に適用できる。また、印刷
用ロール、製紙用ロール、搬送ロール、ラミネートロールなどの製造においても好適に適
用できる。電子写真機器用導電性部材としては、導電性ロール（現像ロール、帯電ロール
、転写ロール、トナー供給ロールなど）や導電性ベルト（転写ベルトなど）、導電性ブレ
ード（クリーニングブレード）などを挙げることができる。
【００８６】
　導電性ロールは、例えば次のようにして製造できる。まず、軸体をロール成形金型の中
空部に同軸的に設置する。次いで、金型内に導電性組成物を注入する。次いで、導電性組
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成物を加熱・硬化させた後、脱型する。これにより、軸体の外周に弾性層（基層）を１層
形成した構成の単層導電性ロールが製造できる。
【００８７】
　また、軸体の外周に弾性層（基層）を１層形成した状態で、ロール成形金型の中空部に
同軸的に設置し、金型内に導電性組成物を注入する。次いで、導電性組成物を加熱・硬化
させた後、脱型することにより、軸体の外周に弾性層を２層形成した構成の２層導電性ロ
ールが製造できる。
【００８８】
　また、導電性ベルトは、例えば次のようにして製造できる。まず、円筒形金型の表面に
導電性組成物をスプレーコーティングする。次いで、導電性組成物を加熱・硬化させる。
これにより、導電性ベルトの基層を形成する。次いで、基層の表面に導電性組成物をスプ
レーコーティングする。次いで、導電性組成物を加熱・硬化させる。これにより、導電性
ベルトの基層の表面に弾性層を形成する。次いで、基層と円筒形金型との間にエアーを吹
き付けて円筒形金型を抜き取ることにより、導電性ベルトが製造できる。
【００８９】
　単層導電性ロールの弾性層、２層導電性ロールの外側の弾性層、導電性ベルトの外側の
弾性層は、導電性ロールあるいは導電性ベルトの表面に位置する層である。各部材の表面
に位置する層の導電性組成物には、上記不飽和炭素－炭素二重結合を持つポリマー成分、
あるいは、上記不飽和炭素－炭素二重結合を持つモノマー成分との共重合により不飽和炭
素－炭素二重結合が導入されたポリマー成分で示される特定のポリマー成分が含まれてい
ると良い。
【００９０】
　特定のポリマー成分以外には、必要に応じて、導電剤（カーボンブラックなどの電子導
電剤や、第四級アンモニウム塩、第四級ホスホニウム塩、ホウ酸塩、界面活性剤などのイ
オン導電剤）、他のポリマー成分、各種添加剤などが含まれていても良い。添加剤として
は、増量剤、補強剤、加工助剤、硬化剤、架橋剤、架橋促進剤、発泡剤、酸化防止剤、可
塑剤、紫外線吸収剤、シリコーンオイル、滑剤、助剤、界面活性剤などを挙げることがで
きる。
【００９１】
　２層導電性ロールの基層、導電性ベルトの基層の導電性組成物には、上記特定のポリマ
ー成分が含まれていても良いし、含まれていなくても良い。基層の導電性組成物のポリマ
ー成分としては、天然ゴム（ＮＲ）、イソプレンゴム（ＩＲ）、ブタジエンゴム（ＢＲ）
、アクリロニトリルブタジエンゴム（ＮＢＲ）、スチレンブタジエンゴム（ＳＢＲ）、ク
ロロプレンゴム（ＣＲ）、ブチルゴム（ＩＩＲ）、エチレンプロピレンジエンゴム（ＥＰ
ＤＭ）、アクリルゴム（ＡＣＭ）、フッ素ゴム（ＦＫＭ）、クロロスルホン化ポリエチレ
ン（ＣＳＭ）、ヒドリンゴム（ＣＯ、ＥＣＯ等）、シリコーン（Ｑ）、ウレタン（Ｕ）、
エチレン－酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）、ポリエチレン樹脂、エポキシ樹脂、ポリアミ
ドなどを挙げることができる。基層の導電性組成物には、必要に応じて、導電剤、各種添
加剤などが含まれていても良い。
【００９２】
　軸体は、導電性を有するものであれば特に限定されない。具体的には、鉄、ステンレス
、アルミニウムなどの金属製の中実体、中空体からなる芯金などを例示することができる
。軸体の表面には、必要に応じて、接着剤、プライマーなどを塗布しても良い。接着剤、
プライマーなどには、必要に応じて導電化を行なっても良い。
【００９３】
　そして、本発明に係る改質ポリマー基材は、ポリマー基材の表面に凹凸形状が付与され
ているものであっても良い。ポリマー基材の表面に凹凸形状が付与されていると、例えば
現像ロールの最表層に適用したときには、トナー搬送性をより高めることができる。また
、トナーフィルミングをより抑えることができる。
【００９４】
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　凹凸形状は、例えば、１）表面粗さを形成する粗さ形成用粒子がポリマー基材の内部に
含まれることにより付与されても良いし、２）型成形においてポリマー基材の表面が接触
する型内面に、凹凸形状に対応する複数の凹部を備えた成形型を用いてポリマー基材を型
成形することにより付与されても良い。後者の２）型成形による場合、型内面の複数の凹
部は、例えば、２－１）型内面をブラスト処理することにより形成されたものであっても
良いし、２－２）型内面に金属めっきを施した際のめっきの欠陥によって形成されたもの
であっても良いし、２－３）型内面に形成された樹脂粒子を含むめっき層から樹脂粒子を
除去することにより形成されたものであっても良い。
【００９５】
　１）において、粗さ形成用粒子としては、例えば、アクリル粒子、シリカ粒子、ウレタ
ン粒子、架橋ポリメタクリル酸メチル粒子、尿素樹脂粒子などを用いることができる。こ
れらは１種または２種以上混合されていても良い。粗さ形成用粒子の平均粒径φは、特に
限定されるものではないが、トナーの粒子径との関係でトナー搬送量に優れる、適度な凹
凸が形成されるなどの観点から、６～２０μｍの範囲内であることが好ましい。なお、粗
さ形成用粒子の平均粒径は、例えば、粒度測定器マイクロトラックＵＰＡ－ＳＴ１５０（
日機装（株）製）などにより測定することができる。
【００９６】
　２－２）において、めっきの欠陥は、意図的に不良の無電解めっきを行ったものであり
、めっき反応中に発生する水素ガスが、析出しためっきの表面に吸着し、その吸着した部
分で、めっきのさらなる析出が阻害されることによって形成される。めっき浴には、めっ
き反応中に発生する水素ガスをより表面吸着し易くし、めっきの欠陥の形成をより簡単に
できる観点から、ラウリルトリメチルアンモニウムクロライドなどの炭化水素系のカチオ
ン性界面活性剤やラウリルベタインなどの両性界面活性剤を含有させることが好ましい。
めっき金属としては、ニッケル、コバルト、銅、錫、パラジウム、金等を挙げることがで
きる。めっき浴には、これらの他、通常の無電解複合めっき用のめっき浴に用いられる還
元剤、錯化剤等を適宜配合することができる。
【００９７】
　２－３）において、めっき層は、樹脂粒子を含むめっき液を用いて無電解めっきを行う
ことにより形成される。めっき層から、溶媒を用いて樹脂粒子を溶解除去するなどにより
、樹脂粒子が存在していた部分に凹部が形成される。樹脂粒子には、溶媒に可溶な樹脂粒
子を用いる。このような樹脂粒子としては、アクリル粒子、スチレン粒子、ウレタン粒子
、ナイロン粒子、シリコーン粒子、セルロース粒子などを挙げることができる。めっき液
には、金属イオン、還元剤、錯化剤、ｐＨ緩衝剤、上記樹脂粒子などが含まれる。金属イ
オンは、めっき金属のイオンである。めっき金属としては、ニッケル、コバルト、銅、金
、銀などを挙げることができる。錯化剤としては、カルボン酸やアミン化合物を挙げるこ
とができる。カルボン酸とアミン化合物とを併用する場合には、めっき金属とともに樹脂
粒子を高密度に共析させることができる。アミン化合物を用いる場合には、めっき金属を
柱状に結晶成長させることができる。これにより、凹部の深さを樹脂粒子の粒子径よりも
大きくすることができる。
【実施例】
【００９８】
　以下、実施例を用いて本発明を詳細に説明する。なお、実施例は、電子写真機器用導電
性部材を例に挙げるものであるが、本発明はこの構成に限定されるものではない。
【００９９】
（被処理材Ａ１の作製）
　軸体となる芯金として直径１２ｍｍの中実円柱状鉄棒を準備し、芯金の外周面に接着剤
を塗布した。接着剤を塗布した芯金を成形用金型内にセットした後、導電剤が配合された
液状シリコーンゴム（信越化学工業社製、Ｘ－３４－２６４Ａ／Ｂ、混合比Ａ／Ｂ＝７０
／３０）を金型内に射出し、１９０℃ で３０分加熱し硬化させた後、脱型した。これに
より、芯金の外周に、Ｃ＝Ｃ結合を表面に残したシリコーンゴムを含むゴム弾性層（厚み



(18) JP 5421452 B2 2014.2.19

10

20

30

40

50

２ｍｍ）を１層有する単層導電性ロールを作製した。これを被処理材Ａ１とした。
【０１００】
（被処理材Ａ２の作製）
　ＮＢＲ（ＪＳＲ社製、Ｎ２２２Ｌ）１００質量部と、酸化亜鉛５質量部と、ステアリン
酸２質量部と、テトラブチルアンモニウムパークロレート（試薬）１質量部と、粉末硫黄
０．８質量部と、ポリエステル可塑剤（ＤＩＣ社製、ポリサイザーＷ－４０００）１０質
量部と、を５０℃に温度調節した密閉型ミキサーにて１０分間混練して、原料コンパウン
ドを調製した。ゴム弾性層の形成材料として、この原料コンパウンドを用いた以外は被処
理材Ａ１と同様にして、芯金の外周に、ＮＢＲを含むゴム弾性層（厚み２ｍｍ）を１層有
する単層導電性ロールを作製した。これを被処理材Ａ２とした。
【０１０１】
（被処理材Ａ３の作製）
　注型する金型を下記の金型にした以外は被処理剤Ａ２と同様にして単層導電性ロールを
作製した。これを被処理材Ａ３とした。
＜表面粗さを付与した成形型の作製＞
　内径１６ｍｍの円筒形の金型基材の型内面に、下記のめっき液を用いて、めっき液ｐＨ
８、めっき液温度８０℃、めっき時間１２０分の条件で、無電解めっきを行い、アクリル
粒子を含んだ無電解めっき層を形成した。（めっき厚さ１６μｍ）。その後、無電解めっ
き層に取り込まれたアクリル粒子をアセトンにて溶解除去することにより、型内面に多数
の凹部を有する成形型を得た。
【０１０２】
　［めっき液の調製］
　カチオン性界面活性剤（ラウリルトリメチルアンモニウムクロライド）を用いてアクリ
ル粒子＜１＞（根上工業製、アートパールＧＲ６００、平均粒子径１０μｍ）を水中に分
散させた樹脂粒子分散液を基本めっき液に添加することにより、下記の組成のめっき液を
調製した。
【０１０３】
　［めっき液の組成］
硫酸ニッケル六水和物２６ｇ／Ｌ
次亜リン酸ナトリウム一水和物（還元剤）３２ｇ／Ｌ
グリシン（錯化剤）７．５ｇ／Ｌ
クエン酸ナトリウム二水和物（錯化剤）３０ｇ／Ｌ
アクリル粒子＜１＞２０ｇ／Ｌ
カチオン性界面活性剤０．１ｇ／Ｌ
【０１０４】
（被処理材Ａ４の作製）
　ゴム弾性層の形成材料として、導電剤が配合された液状シリコーンゴム（信越化学工業
社製、Ｘ－３４－２６４Ａ／Ｂ、混合比Ａ／Ｂ＝５０／５０）を用いた以外は被処理材Ａ
１と同様にして、芯金の外周に、シリコーンゴムを含むゴム弾性層（厚み２ｍｍ）を形成
した。次いで、このゴム弾性層の外周面に、ロールコート法により、下記の樹脂層形成用
組成物（１）を塗工した後、乾燥処理（１８０℃×６０分）を行うことにより、ベースロ
ールの外周面に厚さ１０μｍの樹脂層を形成した。これにより、二層導電性ロールを作製
した。これを被処理材Ａ４とした。
＜樹脂層形成用組成物（１）の調製＞
　バインダー樹脂としてウレタン樹脂（日本ポリウレタン工業社製「ニッポラン５１９９
」）９０質量部と、Ｃ＝Ｃ結合含有ポリオール（出光石油化学社製「Ｐｏｌｙ　ｂｄＲ－
４５ＨＴ」）１０質量部と、架橋剤としてイソシアネートＭＤＩ（日本ポリウレタン工業
社製「コロネートＬ」）４０質量部と、導電剤としてカーボンブラック（三菱化学社製「
ダイアブラック♯３０３０」）３０質量部と、を十分に混合し、有機溶剤（メチルエチル
ケトン）に溶解させて濃度２０質量％のコーティング液とした。
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【０１０５】
（被処理材Ｂ１の作製）
　樹脂層形成用組成物（１）に代えて、下記の樹脂層形成用組成物（２）を用いた以外は
被処理材Ａ４と同様にして、二層導電性ロールを作製した。これを被処理材Ｂ１とした。
＜樹脂層形成用組成物（２）の調製＞
　バインダー樹脂としてウレタン樹脂（日本ポリウレタン工業社製「ニッポラン５１９９
」）１００質量部と、架橋剤としてイソシアネートＭＤＩ（日本ポリウレタン工業社製「
コロネートＬ」）４０質量部と、導電剤としてカーボンブラック（三菱化学社製「ダイア
ブラック♯３０３０」）３０質量部と、を十分に混合し、有機溶剤（メチルエチルケトン
）に溶解させて濃度２０質量％のコーティング液とした。樹脂層形成用組成物（２）は、
樹脂層形成用組成物（１）と比較して、Ｃ＝Ｃ結合含有ポリオールを含有していない点が
異なる。
【０１０６】
（被処理材Ａ５の作製）
　樹脂層形成用組成物（１）に代えて、下記の樹脂層形成用組成物（３）を用いた以外は
被処理材Ａ４と同様にして、二層導電性ロールを作製した。これを被処理材Ａ５とした。
＜樹脂層形成用組成物（３）の調製＞
　バインダー樹脂としてウレタン樹脂（日本ポリウレタン工業社製「ニッポラン５１９９
」）９０質量部と、Ｃ＝Ｃ結合含有ポリオール（出光石油化学社製「Ｐｏｌｙ　ｂｄＲ－
４５ＨＴ」）１０質量部と、架橋剤としてイソシアネートＭＤＩ（日本ポリウレタン工業
社製「コロネートＬ」）４０質量部と、導電剤としてカーボンブラック（三菱化学社製「
ダイアブラック♯３０３０」）３０質量部と、Ｃ＝Ｃ結合含有シリコーンオイル（信越シ
リコーン社製、Ｘ－２２－１７４ＤＸ）１質量部とを十分に混合し、有機溶剤（メチルエ
チルケトン）に溶解させて濃度２０質量％のコーティング液とした。樹脂層形成用組成物
（３）は、樹脂層形成用組成物（１）と比較して、Ｃ＝Ｃ結合含有シリコーンオイルをさ
らに含有している点が異なる。
【０１０７】
（被処理材Ａ６の作製）
　樹脂層形成用組成物（１）に代えて、下記の樹脂層形成用組成物（４）を用いた以外は
被処理材Ａ４と同様にして、二層導電性ロールを作製した。これを被処理材Ａ６とした。
＜樹脂層形成用組成物（４）の調製＞
　バインダー樹脂としてウレタン樹脂（日本ポリウレタン工業社製「ニッポラン５１９９
」）９０質量部と、Ｃ＝Ｃ結合含有ポリオール（出光石油化学社製「Ｐｏｌｙ　ｂｄＲ－
４５ＨＴ」）１０質量部と、架橋剤としてイソシアネートＭＤＩ（日本ポリウレタン工業
社製「コロネートＬ」）４０質量部と、導電剤としてカーボンブラック（三菱化学社製「
ダイアブラック♯３０３０」）３０質量部と、粗さ粒子として、ウレタン粒子（根上工業
社製「アートパールＣ８００透明」）１５重量部を十分に混合し、有機溶剤（メチルエチ
ルケトン）に溶解させて濃度２０質量％のコーティング液とした。
【０１０８】
（被処理材Ａ７の作製）
　ポリアミドイミド樹脂（東洋紡績社製、「ＨＲ－１６ＮＮ」）１００質量部と、カーボ
ンブラック（電気化学工業社製、「デンカブラックＨＳ－１００」）１０質量部と、ＮＭ
Ｐ（溶剤）８００質量部とを混合することにより、ポリアミドイミド樹脂分散溶液を調製
した。次いで、円筒形金型の表面にポリアミドイミド樹脂分散溶液をスプレーコーティン
グして、常温～２５０℃まで２時間かけて昇温させた後、２５０℃で１時間保持すること
により加熱処理を行った。これにより、導電性ベルトの基層（厚さ８０μｍ）を形成した
。
【０１０９】
　次いで、基層の表面に、下記の弾性層形成用組成物（１）をスプレーコーティングして
、常温～１７０℃まで５分かけて昇温させた後、１７０℃で３０分間保持することにより
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加熱処理を行った。これにより、基層の表面に弾性層（厚さ１７０μｍ）を形成した。次
いで、基層と円筒形金型との間にエアーを吹き付けて円筒形金型を抜き取ることにより導
電性ベルトを作製した。これを被処理材Ａ７とした。
＜弾性層形成用組成物（１）の調製＞
　液状ＮＢＲ（ＮＨ２変性ＮＢＲ、エメラルド・パフォーマンス・マテリアルズ社製、「
ＡＴＢＮ１３００ｘ４５」）と、架橋剤としてのブロックイソシアネート（日本ポリウレ
タン工業社製「コロネート２５０７」）３５質量部と、溶剤としてのシクロヘキサノン（
溶剤比率３０質量％）とを混合することにより、弾性層形成用組成物（１）を調製した。
【０１１０】
（被処理材Ａ８の作製）
　弾性層形成用組成物（１）に代えて、下記の弾性層形成用組成物（２）を用いた以外は
被処理材Ａ７と同様にして、導電性ベルトを作製した。これを被処理材Ａ８とした。
＜弾性層形成用組成物（２）の調製＞
　液状ＮＢＲ（ＮＨ２変性ＮＢＲ、エメラルド・パフォーマンス・マテリアルズ社製、「
ＡＴＢＮ１３００ｘ４５」）１００質量部と、Ｃ＝Ｃ結合含有シリコーンオイル（信越シ
リコーン社製、Ｘ－２２－１７４ＤＸ）１質量部と、架橋剤としてのブロックイソシアネ
ート（日本ポリウレタン工業社製「コロネート２５０７」）３５質量部と、溶剤としての
シクロヘキサノン（溶剤比率３０質量％）とを混合することにより、弾性層形成用組成物
（２）を調製した。弾性層形成用組成物（２）は、弾性層形成用組成物（１）と比較して
、Ｃ＝Ｃ結合含有シリコーンオイルをさらに含有している点が異なる。
【０１１１】
＜表面処理剤Ａ１の調製＞
　トリクロロイソシアヌル酸（東京化成工業社製）５質量部と、Ｃ＝Ｃ結合含有シリコー
ンオイル（信越シリコーン社製、Ｘ－２２－１７４ＤＸ）１質量部と、ｔｅｒｔ－ブチル
アルコール８０質量部と、酢酸エチル２０質量部とを混合することにより、表面処理剤Ａ
１を調製した。
【０１１２】
＜表面処理剤Ａ２の調製＞
　トリクロロイソシアヌル酸（東京化成工業社製）２．５質量部と、Ｃ＝Ｃ結合含有シリ
コーンオイル（信越シリコーン社製、Ｘ－２２－１７４ＤＸ）０．２質量部と、ブチルア
クリレート２質量部と、ｔｅｒｔ－ブチルアルコール８０質量部と、酢酸エチル２０質量
部とを混合することにより、表面処理剤Ａ２を調製した。
【０１１３】
＜表面処理剤Ａ３の調製＞
　トリクロロイソシアヌル酸（東京化成工業社製）５質量部と、パーフルオロヘキシルエ
チレン０．５質量部と、ｔｅｒｔ－ブチルアルコール８０質量部と、酢酸エチル２０質量
部とを混合することにより、表面処理剤Ａ３を調製した。
【０１１４】
＜表面処理剤Ｂ１の調製＞
　トリクロロイソシアヌル酸（東京化成工業社製）５質量部と、ｔｅｒｔ－ブチルアルコ
ール８０質量部と、酢酸エチル２０質量部とを混合することにより、表面処理剤Ｂ１を調
製した。
【０１１５】
＜表面処理剤Ｂ２の調製＞
　Ｃ＝Ｃ結合含有シリコーンオイル（信越シリコーン社製、Ｘ－２２－１７４ＤＸ）を表
面処理剤Ｂ２とした。
【０１１６】
＜表面処理剤Ｂ３の調製＞
　ジフェニルメタンジイソシアネート５質量部と、ＯＨ基含有アクリルシリコーン樹脂（
日油社製、「モディパーＦＳ７００」）２質量部と、酢酸エチル１００質量部とを混合す
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ることにより、表面処理剤Ｂ３を調製した。
【０１１７】
＜表面処理剤Ｂ４の調製＞
　トリクロロイソシアヌル酸（東京化成工業社製）２質量部と、三フッ化ホウ素－ジエチ
ルエーテル錯体（関東化学社製、ＢＦ３を４８質量％含有）２質量部と、ｔｅｒｔ－ブチ
ルアルコール８０質量部と、酢酸エチル２０質量部とを混合することにより、表面処理剤
Ｂ４を調製した。
【０１１８】
（実施例１）
　被処理材Ａ１を用い、表面処理剤Ａ１中にロール表面が浸るように２５℃で３０秒間浸
漬し、酢酸エチルでロール表面を２５℃で３０秒間洗浄した後、１００℃で１０分間乾燥
した。これにより、実施例１の単層導電性ロールを得た。
【０１１９】
（比較例１）
　被処理材Ａ１について、表面処理剤による表面処理を行わなかった。
【０１２０】
（比較例２～３）
　被処理材Ａ１を用い、表面処理剤Ａ１に代えて、表面処理剤Ｂ１～Ｂ２を用いた以外は
実施例１と同様にして表面処理を行った。これにより、比較例２～３の単層導電性ロール
を得た。
【０１２１】
（比較例４）
　被処理材Ａ１を用い、表面処理剤Ｂ３中にロール表面が浸るように２５℃で３０秒間浸
漬した後、１２０℃で６０分間加熱した。これにより、比較例４の単層導電性ロールを得
た。
【０１２２】
（実施例２）
　被処理材Ａ２を用い、表面処理剤Ａ１中にロール表面が浸るように２５℃で３０秒間浸
漬し、酢酸エチルでロール表面を２５℃で３０秒間洗浄した後、１００℃で１０分間乾燥
した。これにより、実施例２の単層導電性ロールを得た。
【０１２３】
（実施例３）
　被処理材Ａ２を用い、表面処理剤Ａ１に代えて表面処理剤Ａ２を用いた以外は実施例２
と同様にして実施例３の単層導電性ロールを得た。
【０１２４】
（比較例５）
　被処理材Ａ２について、表面処理剤による表面処理を行わなかった。
【０１２５】
（実施例４）
　被処理材Ａ３を用いた以外は実施例２と同様にして実施例４の単層導電性ロールを得た
。
【０１２６】
（実施例５）
　被処理材Ａ４を用い、表面処理剤Ａ１中にロール表面が浸るように２５℃で３０秒間浸
漬し、酢酸エチルでロール表面を２５℃で３０秒間洗浄した後、１００℃で１０分間乾燥
した。これにより、実施例５の二層導電性ロールを得た。
【０１２７】
（比較例６）
　被処理材Ａ４について、表面処理剤による表面処理を行わなかった。
【０１２８】
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（比較例７）
　被処理材Ａ４に代えて、被処理材Ｂ１を用いた以外は実施例５と同様にして、比較例７
の二層導電性ロールを得た。
【０１２９】
（比較例８）
　被処理材Ａ４に代えて被処理材Ａ５を用い、被処理材Ａ５について表面処理剤による表
面処理を行わなかった。
【０１３０】
（実施例６）
　被処理材Ａ４に代えて、被処理材Ａ６を用いた以外は実施例５と同様にして、実施例６
の二層導電性ロールを得た。
【０１３１】
（実施例７）
　被処理材Ａ７を用い、表面処理剤Ａ１中にベルト表面が浸るように２５℃で３０秒間浸
漬し、酢酸エチルでロール表面を２５℃で３０秒間洗浄した後、１００℃で１０分間乾燥
した。これにより、実施例７の導電性ベルトを得た。
【０１３２】
（実施例８）
　被処理材Ａ７を用い、表面処理剤Ａ１に代えて表面処理剤Ａ３を用いた以外は実施例７
と同様にして実施例８の導電性ベルトを得た。
【０１３３】
（比較例９）
　被処理材Ａ７について、表面処理剤による表面処理を行わなかった。
【０１３４】
（比較例１０、１１）
　被処理材Ａ７を用い、表面処理剤Ａ１に代えて表面処理剤Ｂ１、Ｂ４を用いた以外は実
施例７と同様にして比較例１０、１１の導電性ベルトを得た。
【０１３５】
（比較例１２）
　被処理材Ａ７に代えて被処理材Ａ８を用い、被処理材Ａ８について表面処理剤による表
面処理を行わなかった。
【０１３６】
　作製した各導電性ロールおよび各導電性ベルトを用いて特性評価を行った。測定方法お
よび評価方法を以下に示す。
【０１３７】
（初期摩擦係数）
　静動摩擦係数計（協和界面科学社製）を用い、鋼球（直径３ｍｍ）圧子、移動速度１ｃ
ｍ／秒、荷重１００ｇの条件下で、導電性ロールまたは導電性ベルトの表面の初期摩擦係
数を測定した。
【０１３８】
（トナー固着）
　キヤノンＬＢＰ５０５０のイエロートナーをロール表面またはベルト表面に均一にまぶ
した状態で、導電性ロールまたは導電性ベルトを、５０℃、９５％湿度の条件下で湿熱槽
に１週間投入した。その後、導電性ロールまたは導電性ベルトを取り出し、室温まで冷却
した後、ロール表面またはベルト表面をエアブローした。表面にまぶしたトナーがほぼ全
量取り除かれた場合を「○」とし、表面にまぶしたトナーが取り除かれなかった場合を「
×」とした。
【０１３９】
（固着試験後の摩擦係数）
　トナー固着試験を行った導電性ロールまたは導電性ベルトの表面を不織布で丁寧に拭き
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取った後、初期摩擦係数の測定条件と同条件で、この表面の摩擦係数を測定した。
【０１４０】
（トナーフィルミング）
　各導電性ロールを現像ロールとして市販のカラープリンター（日本ＨＰ社製、Ｃｏｌｏ
ｒ　Ｌａｓｅｒ　Ｊｅｔ４７００ｄｎ）に組み込み、２万枚印字後のロール表面へのトナ
ーの付着状態を目視評価した。ロール表面へのトナーの付着がないものを「○」とし、ト
ナーの付着があるものを「×」とした。
【０１４１】
（クラック）
　各導電性ベルトを中間転写ベルトとして市販のフルカラーデジタル複合機（コニカミノ
ルタビジネステクノロジーズ社製、ｂｉｚｈａｂ　Ｃ５５０）に組み込み、２３．５℃×
５３％ＲＨの環境下で１０万枚の画像出力（テストパターン印刷）を行った。その後、ベ
ルト表面を目視で観察し、クラックが全く認められないものを「○」とし、クラックは認
められるものの非常に微細であって画質に悪影響を与えるほどのものではないものを「△
」とし、画質に悪影響を与えるほどのクラックが認められるものを「×」とした。
【０１４２】
【表１】

【０１４３】
【表２】

【０１４４】

【表３】

【０１４５】
　実施例１では、単層導電性ロールの表面にＣ＝Ｃ結合を残したシリコーンゴムを有する
被処理材Ａ１を、トリクロロイソシアヌル酸およびＣ＝Ｃ結合含有シリコーンオイルを含
有する表面処理剤Ａ１により表面処理しており、ロール表面には、イソシアヌル酸骨格を
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介してシリコーン基が結合されている。そして、実施例１では、初期および固着試験後の
摩擦係数が低く抑えられているとともに、トナーの固着およびフィルミングが抑えられて
いることが確認できた。
【０１４６】
　これに対し、比較例１では、表面処理剤により被処理材Ａ１を表面処理していない。比
較例２では、溶剤以外ではイソシアヌル酸のみからなる表面処理剤Ｂ１により被処理材Ａ
１を表面処理している。比較例３では、シリコーンオイルのみからなる表面処理剤Ｂ２に
より被処理材Ａ１を表面処理している。比較例４では、イソシアネートを含む表面処理剤
Ｂ３により被処理材Ａ１を表面処理している。その結果、初期あるいは固着試験後の摩擦
係数が高かったり、トナーの固着あるいはフィルミングが抑えられていないことが分かる
。
【０１４７】
　実施例２では、単層導電性ロールの表面にＮＢＲを有する被処理材Ａ２を、実施例１と
同様、表面処理剤Ａ１により表面処理している。また、実施例３では、被処理材Ａ２を、
トリクロロイソシアヌル酸、Ｃ＝Ｃ結合含有シリコーンオイル、および、ブチルアクリレ
ートを含有する表面処理剤Ａ２により表面処理している。そして、実施例２～３では、初
期および固着試験後の摩擦係数が低く抑えられているとともに、トナーの固着およびフィ
ルミングが抑えられていることが確認できた。
【０１４８】
　実施例４では、表面に多数の凹形状のある金型を使用することで、凸形状のある被処理
材Ａ３を成型している。これにより、初期および固着試験後の摩擦係数が低く抑えられて
いるとともに、トナーの固着およびフィルミングが抑えられていることが確認できた。ま
た、トナーの固着およびフィルミングを抑える効果に一段と優れていることも確認できた
。
【０１４９】
　これに対し、比較例５では、表面処理剤により被処理材Ａ２を表面処理していない。そ
の結果、初期あるいは固着試験後の摩擦係数が高かったり、トナーの固着やフィルミング
が抑えられていないことが分かる。
【０１５０】
　実施例５では、二層導電性ロール表面の樹脂層にＣ＝Ｃ結合を有している被処理材Ａ４
を、実施例１と同様、表面処理剤Ａ１により表面処理している。そして、実施例５では、
実施例１と同様、初期および固着試験後の摩擦係数が低く抑えられているとともに、トナ
ーの固着およびフィルミングが抑えられていることが確認できた。
【０１５１】
　実施例６では、二層導電性ロール表面の樹脂層にＣ＝Ｃ結合を有している被処理材Ａ４
に対し、さらに粗さ形成用粒子を添加することにより、表面に凹凸形状を付与した被処理
材Ａ６を、実施例５と同様、表面処理剤Ａ１により表面処理している。そして、実施例６
では、実施例５と同様、初期および固着試験後の摩擦係数が低く抑えられているとともに
、トナーの固着およびフィルミングが抑えられていることが確認できた。また、トナーの
固着およびフィルミングを抑える効果に一段と優れていることも確認できた。
【０１５２】
　これに対し、比較例６では、表面処理剤により被処理材Ａ４を表面処理していない。比
較例７では、表面処理剤Ａ１によりＣ＝Ｃ結合を含有していない被処理材Ｂ１を表面処理
している。比較例８では、Ｃ＝Ｃ結合含有シリコーンオイルを含有する表面処理剤Ａ１に
より表面処理する代わりに、被処理材Ａ５中にＣ＝Ｃ結合含有シリコーンオイルを含有さ
せている。その結果、初期あるいは固着試験後の摩擦係数が高かったり、トナーの固着あ
るいはフィルミングが抑えられていないことが分かる。
【０１５３】
　実施例７では、導電性ベルト表面の弾性層にＣ＝Ｃ結合を有している被処理材Ａ７を、
実施例１と同様、表面処理剤Ａ１により表面処理している。そして、実施例７では、実施
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例１と同様、初期および固着試験後の摩擦係数が低く抑えられているとともに、トナーの
固着およびフィルミングが抑えられていることが確認できた。また、実施例８では、被処
理材Ａ７を、トリクロロイソシアヌル酸とパーフルオロヘキシルエチレンとを含有する表
面処理剤Ａ２により表面処理している。そして、実施例８では、実施例７と同様、初期お
よび固着試験後の摩擦係数が低く抑えられているとともに、トナーの固着およびフィルミ
ングが抑えられていることが確認できた。
【０１５４】
　これに対し、比較例９では、表面処理剤により被処理材Ａ７を表面処理していない。比
較例１０では、溶剤以外ではイソシアヌル酸のみからなる表面処理剤Ｂ１により被処理材
Ａ７を表面処理している。比較例１１では、溶剤以外ではイソシアヌル酸と三フッ化ホウ
素錯体とからなる表面処理剤Ｂ４により被処理材Ａ７を表面処理している。比較例１２で
は、Ｃ＝Ｃ結合含有シリコーンオイルを含有する表面処理剤Ａ１により表面処理する代わ
りに、被処理材Ａ８中にＣ＝Ｃ結合含有シリコーンオイルを含有させている。その結果、
初期あるいは固着試験後の摩擦係数が高かったり、トナーの固着あるいはフィルミングが
抑えられていないことが分かる。
【０１５５】
　以上、本発明の実施形態について詳細に説明したが、本発明は上記実施例に何ら限定さ
れるものではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲で種々の改変が可能である。
【０１５６】
　例えば、上記実施例では、特定の官能基としてシリコーン基を導入する例を示している
が、これ以外の官能基であっても、その官能基に基づく特有の機能を付与できることは勿
論である。

【図１】 【図２】
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